●○　第１９３回あすか倶楽部　定例会　○●

日　時：２０１７年６月１７日（土）１４：００～１７：００

場　所：トヨタ自動車池袋ビル　６階６０４会議室

テーマ：原子力発電所の運転や解体に伴う廃材の再利用

リサイクル金属について考えよう　~クリアランス金属って何？~
講　師：電気事業連合会　原子力部　副部長　大浦　廣貴様
測定会･質問ご対応：
【要旨】

≪電気事業連合とはどのような組織か？≫

· 電気事業の健全な発展を図り、わが国の経済の発展と国民生活の向上に寄与することを目的として、１９５２年に全国９つの電力会社によって設立された組織。現在は10社体制。

· 主な事業は、電気事業に関する知識の普及、啓発および広報など。
≪クリアランス金属とは何か？≫

· 原子力発電所から発生する廃材のうち、放射性物質として扱う必要のないもの。（放射性物質が付着している可能性があるが、人への影響が無視できるくらい低い濃度のもの）

· 例えば、タービンや配管、制御盤などがクリアランスとしてリサイクルが可能。

· クリアランスという言葉は、海外で一般的に使われている英語であり、適切な翻訳が見つからないこともあり、そのまま使われている。
≪なぜ、原子力発電所から発生する廃材のリサイクルが必要なのか？≫

· 日本には現在、５７基の原子力発電所がある。これらの原子力発電所の運転は、原則40年で運転を止め、廃炉としなければならないとされている。

· 運転、廃止措置により約１００万トンのクリアランス物が発生すると試算されている。

· これらのクリアランス物を放射性廃棄物と同様に地中深くに埋めてしまうのはもったいない。循環型社会の形成を目指し、クリアランス物を再利用する『クリアランス制度』が2005年に法律で定められた。
≪クリアランスレベルとはどの程度のものか？≫

· クリアランスレベルとは、一般のものと同じように再利用された場合でも人体への影響が無視できるレベル。

· 数値にすると、1年間に受ける放射線の量が0.01ミリシーベルトとなる放射能濃度。この線量は、私たちが自然界の放射線から受ける線量の1/100以下のレベル。干し昆布やバナナに含まれる放射線濃度よりも少ない。

≪クリアランスの利用実績≫

· 日本では2005年にクリアランス制度が導入されたときに、国民にいたずらに不安が広がらないよう趣旨・内容を周知徹底することが国会で付帯決議された。これにより、日本ではクリアランスの限定再利用にとどまっている。例えば、原子力発電所内の遮蔽体やブロックやベンチの脚など。

· ただし、クリアランス物の発生量は原子力関連施設内で必要とする需要量を超えているため、広く一般社会での再利用（フリーリリース）を考えていかなければならない。

· ドイツやイギリスなど海外では、既にクリアランス金属が実際に再利用されている。
≪クリアランスの再利用範囲についての質問≫

· 安全が確認されているのだから、自分の生活圏から遠くにあるものから身近なエレベーターに至るまで許容できると答えた人がほとんどだった。

· ただし、クリアランスされた金属を再利用して作ったフライパンで料理したものを食べられるかという質問には、食べられないとの回答も若干あがった。
【グループワーク／発表】

≪１．クリアランスの再利用を進めるためにどのような取り組みを行うべきか≫

· もっと分かりやすい名称に変えた方がいいのではないか？特別な名前を付けることで、かえって危ないもののように感じてしまう。

· 国民がクリアランスについて正しい知識を得られるように、学校教育に組み込んではどうか？

· クリアランスを再利用した場合の費用対効果（お得感）を示せないか？ 

≪２．クリアランスの再利用をご理解いただくために、どのような理解活動を行うべきか≫

· 次世代層（若者）に対しては、ゲーム感覚かつファッショナブルな視点で活動してはどうか。

· 女性層（20～40代）に対しては、胎児への影響を考えるとともに、カリスマ主婦などの影響力を味方にしてはどうか。

· 年配層に対しては、老人ホームの建築でクリアランスを積極的に使うなど理解を求めてはどうか。

· 慎重なご意見を持つ層に対しては、真摯な対話を基本としながらも、完全には理解し合えないとしてもやむを得ないのではないか。

· 広く一般消費者への理解を求める視点で議論を進めてきたが、まずはビジネスとして成り立ちやすいＢｔｏＢに限定した理解活動から始めてもいいのではないか。
【所感】

『クリアランス制度』は2005年、今から12年も前からあったものなのに、多くの参加者が『クリアランス』という言葉や制度の内容を知らなかった。しかし今回、電気事業連合の方たちからクリアランスの安全性やリサイクルが必要とされる背景の説明を受け、その必要性や課題について認識することができた。今後、国民に広く知ってもらうために、消費生活アドバイザーが協働できる点は多くあるように感じた。東日本大震災以降、原子力関連の話題には国民の厳しい目が向いている。消費者に正しい知識を伝えるとともに、事業者に消費者目線の意見を伝えられるよう、まずは私たち自身が知識を深めることが重要だと感じた。
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